
歳入

自主財源
40.9％

依存財源
59.1％

町税
２０億８,３９１万円

繰入金
３,０２４万円

諸収入　２億５,３９５万円

分担金・負担金　６,３２０万円

使用料・手数料　１億２００万円

繰越金
１億８５０万円財産収入・寄付金　２,６１７万円

地方交付税
１６億９,３３７万円

国庫支出金・
県支出金
１２億６,５０６万円

地方債
５億６,５００万円

その他
２,１８９万円地方消費税交付金

２億９,３２８万円

地方譲与税
４,９０７万円

維持補修費・その他
３,５３９万円

歳出
（性質別）

義務的
経費
41.8％

投資的
経費
12.9％

その他
経費
45.3％

人件費
９億９,３７６万円

公債費
５億７,１４３万円

扶助費
１１億４,９６９万円

繰出金
１１億４,４８６万円

普通建設事業費・災害復旧事業費
８億３,８５２万円

補助費等
８億７,２３２万円

物件費
８億５,３０１万円

積立金
３,１４８万円

商工費
４,５６４万円

民生費
２１億４,９８０万円

総務費
１３億４,４２９万円

土木費
７億５,２４６万円

公債費
５億７,１４４万円

農林水産業費
２億７,００４万円

歳出
（目的別）

教育費
７億９,６７７万円

衛生費　３億５,０６４万円
消防費　１億３４３万円

議会費　１億５８５万円 その他（災害復旧費）　10万円

※1　一般会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す指標
※2　すべての会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す比率
※3　借入金の返済額などから資金繰りの程度を示す比率
※4　すべての会計における将来の財政負担の程度を示す比率
※5　公営企業の経営状況を示す比率

健全化判断比率・資金不足比率
早期健全化基準は全てクリア

特別会計
全会計において黒字決算

地方債
町の借金は約129億3,231万円

基金
町の貯金は約7億5,120万円

町の地方債残高は平成29年3月末で129億3,231万円
（前年度比△2億5,789万円）です。私たち一人当たりの
借金額は約80万2,000円となります。今後借入を行わな
かった場合、平成58年度に借金の返済が完了します。 
 

　町の貯金にあたる「基金」の合計額は7億5,120万円です。
　私たち一人当たりの貯金に換算すると約4万6,000円の
貯金額となります。

　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置されてい
る特別会計は、全会計が黒字決算となりました。

※公共下水道特別会計は、歳入歳出差引額から次年度に繰り越す財源
3,315万円を差し引いた額を実質収支額として表記しています。注）資金不足比率は、資金不足額がないため「－（該当なし）」を記載しています。

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－（該当なし）」を記載しています。   
【資金不足比率】※5

【健全化判断比率】

水道事業（公営企業会計）

（単位：％)
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　歳入財源のうち約1/3が皆さんからの税金（町税）によ
り賄われており、町が自主的に収入できる財源は全体の
40.9%となっています。これに対して、地方交付税や国庫
支出金・県支出金などの依存財源が59.1%と歳入の半分
以上を占めており、依存度が高いことがわかります。
　平成28年度は、地方交付税や地方消費税交付金が大幅
に減少しましたが、国、県支出金を財源とした普通建設事
業の増加により前年度から3億2,898万円増しています。

一般会計歳入
65億5,564万円

　平成28年度は、扶助費、普通建設事業費の大幅な増加により
前年度から4億9,229万円増加しています。
　歳入から歳出を差し引いた額のうち、次年度に繰り越された
事業に必要な財源707万円を差し引いた5,811万円が実質収
支額（黒字）となります。この実質収支額は一部を基金（貯金）に
積立て、残金は翌年度の歳入財源として繰越されます。

一般会計歳出
64億9,046万円

25億2,293万円 24億7,616万円 4,677万円国民健康保険特別会計
17億2,247万円 16億6,349万円 5,898万円介護保険特別会計
1億8,334万円 1億8,307万円 27万円後期高齢者医療特別会計
11億7,534万円 10億9,758万円 4,461万円公共下水道特別会計

1,074万円 937万円 137万円浄化槽施設整備事業特別会計

歳　入 歳　出 差し引き会計名

2億6,046万円 2億4,520万円 1,526万円収益的収支
224万円 8,270万円 △8,046万円資本的収支

収　入 支　出 差し引き区　分

－ － 13.2 95.9長洲町
(15.0) (20.0) (25.0) (350.0)早期健全化基準
(20.0) (30.0) (35.0)財政再生基準

実質赤字
比率※1

連結実質
赤字比率※2

実質公債費
比率※3

将来負担
比率※4区　分

－ － －長洲町
（20.0）※公営企業会計ごと経営健全化基準

水道事業会計 公共下水道
特別会計

浄化槽施設整備
事業特別会計区　分

５億６,６７７万円財政調整基金

５,３７１万円減債基金

１１０万円社会福祉振興基金

４,９５４万円環境整備協力費基金

８０７万円ふるさと・水と土保全基金

２００万円収入印紙等購入基金

７,００１万円介護給費費準備基金

７億５,１２０万円合　計

金　　　額名　　　称

57億7,276万円 5,705万円一般会計

58億8,232万円 △2億6,634万円公共下水道特別会計

2,856万円 △234万円浄化槽施設整備事業特別会計

12億4,867万円 △4,626万円水道事業会計

129億3,231万円 △2億5,789万円合　計

平成28年度末残高 前年度比会計名

歳入

自主財源
40.9％

依存財源
59.1％

町税
２０億８,３９１万円

繰入金
３,０２４万円

諸収入　２億５,３９５万円

分担金・負担金　６,３２０万円

使用料・手数料　１億２００万円

繰越金
１億８５０万円財産収入・寄付金　２,６１７万円

地方交付税
１６億９,３３７万円

国庫支出金・
県支出金
１２億６,５０６万円

地方債
５億６,５００万円

その他
２,１８９万円地方消費税交付金

２億９,３２８万円

地方譲与税
４,９０７万円

維持補修費・その他
３,５３９万円

歳出
（性質別）

義務的
経費
41.8％

投資的
経費
12.9％

その他
経費
45.3％

人件費
９億９,３７６万円

公債費
５億７,１４３万円

扶助費
１１億４,９６９万円

繰出金
１１億４,４８６万円

普通建設事業費・災害復旧事業費
８億３,８５２万円

補助費等
８億７,２３２万円

物件費
８億５,３０１万円

積立金
３,１４８万円

商工費
４,５６４万円

民生費
２１億４,９８０万円

総務費
１３億４,４２９万円

土木費
７億５,２４６万円

公債費
５億７,１４４万円

農林水産業費
２億７,００４万円

歳出
（目的別）

教育費
７億９,６７７万円

衛生費　３億５,０６４万円
消防費　１億３４３万円

議会費　１億５８５万円 その他（災害復旧費）　10万円

※1　一般会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す指標
※2　すべての会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す比率
※3　借入金の返済額などから資金繰りの程度を示す比率
※4　すべての会計における将来の財政負担の程度を示す比率
※5　公営企業の経営状況を示す比率

健全化判断比率・資金不足比率
早期健全化基準は全てクリア

特別会計
全会計において黒字決算

地方債
町の借金は約129億3,231万円

基金
町の貯金は約7億5,120万円

町の地方債残高は平成29年3月末で129億3,231万円
（前年度比△2億5,789万円）です。私たち一人当たりの
借金額は約80万2,000円となります。今後借入を行わな
かった場合、平成58年度に借金の返済が完了します。 
 

　町の貯金にあたる「基金」の合計額は7億5,120万円です。
　私たち一人当たりの貯金に換算すると約4万6,000円の
貯金額となります。

　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置されてい
る特別会計は、全会計が黒字決算となりました。

※公共下水道特別会計は、歳入歳出差引額から次年度に繰り越す財源
3,315万円を差し引いた額を実質収支額として表記しています。注）資金不足比率は、資金不足額がないため「－（該当なし）」を記載しています。

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－（該当なし）」を記載しています。   
【資金不足比率】※5

【健全化判断比率】

水道事業（公営企業会計）

（単位：％)
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　歳入財源のうち約1/3が皆さんからの税金（町税）によ
り賄われており、町が自主的に収入できる財源は全体の
40.9%となっています。これに対して、地方交付税や国庫
支出金・県支出金などの依存財源が59.1%と歳入の半分
以上を占めており、依存度が高いことがわかります。
　平成28年度は、地方交付税や地方消費税交付金が大幅
に減少しましたが、国、県支出金を財源とした普通建設事
業の増加により前年度から3億2,898万円増しています。

一般会計歳入
65億5,564万円

　平成28年度は、扶助費、普通建設事業費の大幅な増加により
前年度から4億9,229万円増加しています。
　歳入から歳出を差し引いた額のうち、次年度に繰り越された
事業に必要な財源707万円を差し引いた5,811万円が実質収
支額（黒字）となります。この実質収支額は一部を基金（貯金）に
積立て、残金は翌年度の歳入財源として繰越されます。

一般会計歳出
64億9,046万円

25億2,293万円 24億7,616万円 4,677万円国民健康保険特別会計
17億2,247万円 16億6,349万円 5,898万円介護保険特別会計
1億8,334万円 1億8,307万円 27万円後期高齢者医療特別会計
11億7,534万円 10億9,758万円 4,461万円公共下水道特別会計

1,074万円 937万円 137万円浄化槽施設整備事業特別会計

歳　入 歳　出 差し引き会計名

2億6,046万円 2億4,520万円 1,526万円収益的収支
224万円 8,270万円 △8,046万円資本的収支

収　入 支　出 差し引き区　分

－ － 13.2 95.9長洲町
(15.0) (20.0) (25.0) (350.0)早期健全化基準
(20.0) (30.0) (35.0)財政再生基準

実質赤字
比率※1

連結実質
赤字比率※2

実質公債費
比率※3

将来負担
比率※4区　分

－ － －長洲町
（20.0）※公営企業会計ごと経営健全化基準

水道事業会計 公共下水道
特別会計

浄化槽施設整備
事業特別会計区　分

５億６,６７７万円財政調整基金

５,３７１万円減債基金

１１０万円社会福祉振興基金

４,９５４万円環境整備協力費基金

８０７万円ふるさと・水と土保全基金

２００万円収入印紙等購入基金

７,００１万円介護給費費準備基金

７億５,１２０万円合　計

金　　　額名　　　称

57億7,276万円 5,705万円一般会計

58億8,232万円 △2億6,634万円公共下水道特別会計

2,856万円 △234万円浄化槽施設整備事業特別会計

12億4,867万円 △4,626万円水道事業会計

129億3,231万円 △2億5,789万円合　計

平成28年度末残高 前年度比会計名
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国民健康保険

介護保険

後期高齢者
医療

公共下水道
事業

浄化槽施設
整備事業

水道事業

〇1人当たりが納める保険税額
〇1人当たりの医療費
※被保険者数

〇1人当たりが納める保険料
※被保険者数
〇介護認定者 1人当たりの介護費
※認定数

〇1人当たりが納める保険料
〇1人当たりの医療費
※被保険者数

〇下水道 1㎥当たりの使用料
〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇浄化槽 1㎥当たりの使用料
〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇水 1㎥当たりの使用料
〇水 1㎥当たりの浄水費用

90,463円
436,425円
4,191人

6万3,970円
5,291人

172万6,401円
870人

41,361円
1,075,084円

2,626人

188円
370円

183円
293円

129円
116円

1,875円

6,729円

40万6,551円

給　与

うち基本給
（町税などの自主
財源）

うち諸手当
（国・県補助金、
 地方交付税など）

銀行からの借入れ
（地方債）

貯金の取崩し
（繰入金）

前月の繰越し
（繰越金）

合　計

6万1,628円

7万1,298円

3万5,438円

5万2,900円

2,195円

5万4,098円

7万0,999円

5万2,001円
 

1,952円

40万2,509円

家電製品の購入
（普通建設事業費）

貯金（積立金）

合　計

食費（人件費）

教育費・医療費
（扶助費）
ローン返済
（公債費）

光熱水費（物件費）

家の修繕費
（維持補修費）
区費やサークル会費
（補助費等）
家族への仕送り
（繰出金）

36万2,908円

15万6,851円

20万6,057円

3万5,039円

歳　入 歳　出

議会費 総務費 民生費

町議会の運営に
6,564円

町全般の管理や
企画調整に
8万3,367円

福祉の増進のために
13万3,321円

清掃、予防衛生に
2万1,745円

農林水産業の振興に
1万6,747円

商工業の振興に
2,830円

道路などの整備に
4万6,664円

消防・防災に
6,414円

学校教育の充実に
4万9,412円

借入金の返済に
3万5,438円 6円

衛生費 農林水産業費

商工費 土木費

使い道は？

消防費

教育費 公債費 その他の支出

区　分

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

合　計

７億６,８８７万円

１１億４,７６２万円

５,０５２万円

１億１,６９０万円

２０億８,３９１万円

歳　入

〈私たちが納めた税金〉

私たち一人当たりに使われたお金は次のとおりです。一人当たり約40万2,500円の歳出

私たちが納めた税金とその使い道

私たちが納めた税金は次のとおりです。

私たち一人当たりが納める
保険料や水道使用料などは？

　平成28年度の一般会計決算額（歳入65億5,564万円、
歳出64億9,046万円）を人口（16,125人/平成29年3月現
在）で割ると、次のようになります。  

町の財政を家計に例えると？
毎月の給与36万円、貯金は1,952円

平成29年度 予算執行状況

歳　　　入 歳　　　出
区　　　分 予算現額 収入済額 収入率 区　　　分 予算現額 執行済額 執行率

町税 20億2,527万円 10億643万円 49.7% 議会費 1億622万円 6,042万円 56.9%
地方譲与税 4,761万円 1,422万円 29.9% 総務費 13億210万円 9億7,931万円 75.2%
利子割交付金 282万円 88万円 31.2% 民生費 21億7,417万円 14億6,991万円 67.6%
配当割交付金 782万円 80万円 10.3% 衛生費 3億6,445万円 2億5,578万円 70.2%
株式譲渡所得割交付金 365万円 0万円 － 農林水産業費 1億5,576万円 9,785万円 62.8%
地方消費税交付金 2億9,807万円 １億7,338万円 58.2% 商工費 5,994万円 4,055万円 67.7%
自動車取得税交付金 663万円 387万円 58.4% 土木費 13億5,589万円 5億7,506万円 42.4%
地方特例交付金 633万円 656万円 103.6% 消防費 6,055万円 3,730万円 61.6%
地方交付税 16億2,144万円 11億2,439万円 69.3% 教育費 4億3,078万円 2億7,589万円 64.0%
交通安全対策特別交付金 108万円 52万円 48.0% 災害復旧費 10万円 1万円 6.9%
分担金及び負担金 6,321万円 2,710万円 42.9% 公債費 5億6,523万円 2億8,000万円 49.5%
使用料及び手数料 1億100万円 4,833万円 47.8% 予備費 2,110万円 － －
国庫支出金 12億1,390万円 2億4,156万円 19.9%
県支出金 4億1,875万円 2,977万円 7.1%
財産収入 782万円 545万円 69.6%
寄附金 1,500万円 71万円 4.7%
繰入金 2億842万円 0万円 0.0%
繰越金 2,811万円 2,811万円 100.0%
諸収入 1億1,346万円 4,885万円 43.1%
地方債 ４億590万円 0万円 －

合　　　計 65億9,629万円 27億6,093万円 41.9% 合　　　計 65億9,629万円 40億7,208万円 61.7%

一般会計

特別会計

水道事業会計（公営企業会計）

下水道事業会計（公営企業会計）

※9月30日現在

問総務課　財務係　（☎ 78-3178）

区　分 歳　　　入 歳　　　出
会計名 予算現額 収入済額 収入率 予算現額 執行済額 執行率

国民健康保険特別会計 26億1,554万円 10億2,102万円 39.0% 26億1,554万円 12億8.369万円 49.1%
介護保険特別会計 17億9,299万円 8億5,310万円 47.6% 17億9,299万円 7億4,421万円 41.5%
後期高齢者医療特別会計 1億9,140万円 5,808万円 30.3% 1億9,140万円 4,287万円 22.4%

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 2億5,500万円 1億1,773万円 46.2% 企業債 0万円 0万円 0.0%
営業外収益 742万円 1万円 0.2% 工事負担金 1,178万円 0万円 0.0%
特別利益 0万円 0万円 0.0%

合　　計 2億6,242万円 1億1,774万円 44.9% 合　　計 1,178万円 0万円 0.0%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 2億908万円 3,929万円 18.8% 建設改良費 3,948万円 1,233万円 31.2%
営業外費用 4,255万円 1,043万円 24.5% 企業債償還金 4,716万円 2,347万円 49.8%
特別損失 0万円 0万円 0.0% 予 備 費 300万円 0万円 0.0%
予 備 費 300万円 0万円 0.0%

合　　計 2億5,463万円 4,972万円 19.5% 合　　計 8,964万円 3,580万円 39.9%

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 3億3,768万円 1億7,521万円 51.9% 企業債 4億190万円 0万円 0.0%
営業外収益 5億4.366万円 2億1,540万円 39.6% 他会計出資金 1億4,258万円 1億693万円 75.0%
特別利益 0万円 5万円 1680.0% 国庫補助金 5億134万円 0万円 0.0%

工事負担金 1億7,736万円 1億554万円 59.5%
固定資産売却代金 0万円 0万円 0.0%

合　　計 8億8,134万円 3億9,066万円 44.3% 合　　計 12億2,317万円 2億1,247万円 17.4%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 7億3,431万円 7,316万円 10.0% 建設改良費 9億7,642万円 1億4,871万円 15.2%
営業外費用 1億2,066万円 4,222万円 35.0% 企業債償還金 5億3,298万円 2億444万円 38.4%
特別損失 315万円 315万円 99.9% 国庫補助返還金 209万円 0万円 0.0%
予 備 費 642万円 − − 予 備 費 500万円 0万円

合　　計 8億6,454万円 1億1,853万円 13.7% 合　　計 15億1,650万円 3億5,315万円 23.3%

特例的収入及び支出

収入
区　　分 予算額 収入済額 収入率

支出
区　　分 予算額 収入済額 収入率

特例的収入 1億5,363万円 4,697万円 30.6% 特例的支出 1億9,684万円 9,481万円 48.2%
合　　計 1億5,363万円 4,697万円 30.6% 合　　計 1億9,684万円 9,481万円 48.2%
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